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防衛庁訓令第６４号

防衛省における認証局システムによる電子署名に関す

る訓令を次のように定める。

平成１５年１０月６日

防衛庁長官 石破 茂

防衛省における認証局システムによる電子署名に

関する訓令

改正 平成１８年 ３月２７日庁訓第 １２ 号

平成１８年 ７月２８日庁訓第 ８３ 号

平成１９年 １月 ５日庁訓第 １ 号

平成１９年 ９月２０日省訓第１６０号

平成２０年 ２月１４日省訓第 ４ 号

平成２０年 ３月２５日省訓第 １２ 号

平成２１年 ７月２９日省訓第 ４８ 号

平成２６年 ７月２４日省訓第 ４０ 号

平成２７年１０月 １日省訓第 ３９ 号

令和 ４年 ３月１６日省訓第 １９ 号
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（目的）

第１条 この訓令は、防衛省の職員が職務上作成した電

磁的記録が真正なものであることを認証するための認

証局システムによる電子署名について必要な事項を定

めることを目的とする。

（定義）

第２条 この訓令において、次の各号に掲げる用語の意

義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。

(1) 電磁的記録 電子的方式、磁気的方式その他人の

知覚によっては認識することができない方式で作ら

れた記録であって、電子計算機による情報処理の用

に供されるものをいう。

(2) 電子署名 電磁的記録に記録することができる情

報について行われる措置であって、次の要件のいず

れにも該当するものをいう。

ア 当該情報が、当該措置を行った者の作成に係る

ものであることを示すためのものであること。

イ 当該情報について改変が行われていないかどう
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かを確認することができるものであること。

(3) 官職署名符号 防衛省の官職又は組織に係る電子

署名を行うために用いる符合をいう。

(4) 官職署名検証符号 官職署名符号と対応する符号

であって、官職又は組織に係る電子署名が当該官職

署名符号により行われたものであることを確認する

ために用いられる符号をいう。

(5) 官職証明書 官職署名検証符号が当該官職又は組

織に係るものであることを証明するために作成する

電磁的記録をいう。

(6) 政府認証基盤 電子情報処理組織による申請等に

関する告示（平成１５年防衛庁告示第１１７号）第

３条に規定する政府認証基盤をいう。

(7) ブリッジ認証局 電子情報処理組織による申請等

に関する告示第３条に規定するブリッジ認証局をい

う。

(8) 認証局システム 政府認証基盤におけるブリッジ

認証局と相互認証を行っている政府において共用す
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る認証局システムで、官職署名符号、官職署名検証

符号及び官職証明書（以下「官職署名符号等」とい

う。）の作成その他の電子署名に係る認証に関する

処理を行う情報システムをいう。

(9) ＩＣカード 官職署名符号等を記録した電磁的記

録媒体（電磁的記録に係る記録媒体をいう。）であ

って、認証局システムにおいて発行されたものをい

う。

(10)部局等の長 次の表の左欄に掲げる部局等の区

分に従い、同表の右欄に掲げる者をいう。

部 局 等 部局等の長

防衛省本省の内部部局 官房長又は局長

自衛隊員倫理審査会等（自衛

隊員倫理審査会、防衛施設中
自衛隊員倫理審

央審議会、防衛人事審議会及
査会等の長

び防衛調達審議会をいう。以

下同じ。）

防衛省本省の施設等機関 防衛省本省の施

設等機関の長

統合幕僚監部及び自衛隊サイ 統合幕僚長

バー防衛隊
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陸上自衛隊、自衛隊情報保全

隊、自衛隊体育学校、自衛隊
陸上幕僚長

中央病院、陸上幕僚長の監督

を受ける自衛隊地区病院及び

自衛隊地方協力本部

海上自衛隊、海上幕僚長の監
海上幕僚長

督を受ける自衛隊地区病院

航空自衛隊、航空幕僚長の監
航空幕僚長

督を受ける自衛隊地区病院

情報本部 情報本部長

防衛監察本部 防衛監察監

地方防衛局 地方防衛局長

防衛装備庁 防衛装備庁長官

（電子署名）

第３条 電子署名は、ＩＣカードを用いて行うものとす

る。

（ＩＣカードの発行等）

第４条 整備計画局長は、防衛省、防衛大臣、防衛副大

臣、防衛大臣政務官、防衛事務次官及び防衛審議官に

係る電子署名を行うために必要がある場合は、認証局

システムにおいてＩＣカードの発行に係る登録を行い

、発行されたＩＣカードを第６条第１項の規定により
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指定した保管責任者に交付するものとする。

２ 部局等の長は、当該部局等の官職又は組織に係る電

子署名を行うために必要がある場合は、ＩＣカードの

発行を整備計画局長に申請するものとする。

３ 整備計画局長は、前項の申請があった場合には、認

証局システムにおいてＩＣカードの発行に係る登録を

行い、発行されたＩＣカードを交付するものとする。

４ 部局等の長は、特別の事情があるものとして整備計

画局長が定める場合を除くほか、同一の官職又は組織

に係るＩＣカードを複数申請してはならない。

（ＩＣカードの失効）

第５条 部局等の長は、次に掲げる場合には、遅滞なく

整備計画局長にＩＣカードの失効を申請しなければな

らない。

(1) ＩＣカードの盗難、官職署名符号の漏えい等によ

り、官職署名符号が他人に使用され得る状態となっ

た場合又はそのおそれがある場合

(2) ＩＣカードの物理的破損又は機能障害により使用
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ができなくなった場合

(3) 官職証明書に記録されている事項に変更が生じた

場合

(4) ＩＣカードを使用しなくなった場合

２ 整備計画局長は、前項の申請があった場合には、直

ちに当該ＩＣカードを失効する手続を執らなければな

らない。

（ＩＣカードの保管）

第６条 整備計画局長は、第４条第１項の規定により交

付するＩＣカードの保管責任者を指定するものとす

る。

２ 部局等の長は、第４条第３項の規定により交付され

たＩＣカードの保管責任者を指定するものとする。

３ 保管責任者は、ＩＣカードを金庫その他確実なとこ

ろに格納し、施錠の上、厳重に保管しなければならな

い。

（委任規定）

第７条 この訓令の実施に関し必要な事項は、整備計画
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局長が定める。

附 則

（施行期日）

１ この訓令は、平成１５年１０月６日から施行する。

（防衛庁における文書の形式に関する訓令の一部改正）

２ 防衛庁における文書の形式に関する訓令（昭和３８

年防衛庁訓令第３８号）の一部を次のように改正する。

第１条第１項中「文書（」の次に「電磁的記録（電

子的方式、磁気的方式その他人の知覚によつては認識

することができない方式で作られる記録であつて、電

子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）

を含み、」を加える。

（防衛庁文書管理規則の一部改正）

３ 防衛庁文書管理規則（平成１２年防衛庁訓令第７４

号）の一部を次のように改正する。

第１条中「文書」の次に「（電磁的記録（電子的方

式、磁気的方式その他人の知覚によつては認識するこ

とができない方式で作られる記録であつて、電子計算
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機による情報処理の用に供されるものをいう。）を含

む。以下同じ）」を加える。

第１０条第２項中「開封」の次に「又は受信」を、

「押印」の次に「（電磁的記録は、当該記録を出力し

たものに押印する。）」を加える。

第２３条中「付与した文書」の次に「（電磁的記録

を除く。この項において同じ。）」を加え、「において

公印及び契印を押して」を「又は公印の保管に関する

事務を所掌する課（前条第１項に規定する文書は、文

書課）において公印及び契印の押印して」に、「を押

すこと」を「の押印」に改め、同条に次の１項を加え

る。

（２） 前条の規定により発簡番号を付与した電磁的記

録は、当該機関文書管理総括課において、又はＩＣ

カードの保管責任者（防衛庁における電子署名に関

する訓令（防衛庁訓令第６４号）第８条第１項の規

定により指定された者をいう。）が電子署名を行い

（前条第１項に規定する電磁的記録は、文書課にお
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い て電子署名を行う。）、送信又は防衛庁の使用に

係る電子計算機に備えられたファイルに記録するも

のとする。

附 則（平成１９年庁訓第１号）（抄）

（施行期日）

１ この訓令は、平成１９年１月９日から施行する。

（官職署名符号等に関する経過措置）

２ この訓令の施行の際、防衛庁における電子署名に関

する訓令に基づき現に作成され、ＩＣカードに記録さ

れている官職署名符号等については、官職又は組織の

名称として使用されている防衛庁若しくは防衛庁長官

又はこれらに対応するもの（次項において「防衛庁等

」という。）を、当分の間、防衛省若しくは防衛大臣

又はこれらに対応するもの（次項において「防衛省等

」という。）と読み替えて使用するものとする。

３ この訓令の施行の後、防衛省における電子署名に関

する訓令に基づき新たに作成し、ＩＣカードに記録す

る官職署名符号等については、当分の間、官職又は組
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織の名称として、防衛庁等を使用することができるも

のとする。この場合において、防衛庁等とあるのは、

防衛省等と読み替えるものとする。

附 則（平成２０年省訓第４号）

１ この訓令は、平成２０年２月１４日から施行する。

２ この訓令の施行前に防衛省に置かれる従前の認証局

システムより発行された官職署名符号等については、

この訓令の規定にかかわらず、運用企画局長が別に定

めるまでの間、従前のとおり使用することができる。

３ 運用企画局長が別に定めるまでの間、防衛省に置か

れる従前の認証局システムより官職署名符号等の発行

若しくは失効又はＩＣカードの再交付をする場合には

、従前の例による。

附 則（平成２０年省訓第１２号）（抄）

１ この訓令は、平成２０年３月２６日から施行する。

附 則（平成２１年省訓第４８号）

この訓令は、平成２１年８月１日から施行する。

附 則（平成２６年省訓第４０号）
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この訓令は、平成２６年７月２５日から施行する。

附 則（平成２７年省訓第３９号）

この訓令は、平成２７年１０月１日から施行する。

附 則（令和４年省訓第１９号）

この訓令は、令和４年３月１７日から施行する。


